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研究成果の概要（和文）：本課題は、国際標準化により企業間で技術の移転・共有が進むなかで、いかに企業が
独自の専有性の高い知識を構築し、優位を築くことができるのかを検討した。標準の技術規格書や、それに関連
して企業の権利を守るはずの標準必須特許は、公開され広く活用される。だが、複数の技術を統合して実装やイ
ノベーションに結びつけるシステム知識は、そうではない。システム知識は、企業別に規格書と必須特許との関
係からなる知識のネットワークとしてとらえられる。この観点から、本課題では、多くの引用を集めて技術の実
装や進歩に影響を与えている企業は、自社技術を公開しながらも、独自のシステム知識を自己強化的に構築して
いることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study attempts to explore how firms can shape and appropriate specific 
knowledge contributing to their advantages under the surge of interfirm technology transfer and 
sharing by the international standardization. Standard technology specifications and relevant 
essential patents to secure firms' rights on technologies are publicized and broadly exploited. Yet,
 system knowledge to integrate multiple technologies for implementations and innovations is not the 
case. For each firm, system knowledge is captured as a knowledge network between specifications and 
essential patents. Based on the perspective, this study elucidates that while opening their 
technologies, firms whose essential patents are cited much and who influence technological 
implementations and innovations shape their appropriated specific system knowledge in a 
self-reinforcing manner.

研究分野： 経営学、技術経営、イノベーション論、組織論

キーワード： システム知識　ネットワーク　標準必須特許（SEP）　標準（仕様）　スピルオーバー　引用　コントロ
ール　専有性
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１．研究開始当初の背景 
これまでに、サプライヤーシステムや共同

研究開発をはじめ、提携企業間／グループ内
の企業間にわたる知識のマネジメントが注
目されてきた。一方、ビジネス・エコシステ
ムのように、よりオープン化した企業間分業
が広がるなかで、標準や特許による企業間に
わたる知識のマネジメントが重要になって
きている。 

標準化は、技術の公開・共有を促すため、
企業が技術を専有して優位を築くのは難し
くなる可能性がある(⑩)。これまでに、支配
的な企業による標準については、オープン化
による市場拡大やイノベーションと、専有に
よる収益とのトレードオフとバランスが検
討されている(⑮, ⑯)。だが、IoT をはじめと
する ICT 分野の動きに代表されるように、シ
ステムの高度化や複雑化にともない、多くの
分野で、多様な企業間で共通の非競争領域と
して標準を設けて、開発負担を企業間で分担
し、イノベーションを促進できるよう、複数
の企業の協調によるコンセンサス標準の形
成が進んでいる（⑤, ⑰）。 

支配的な企業による標準とは異なり、こう
したコンセンサス標準では、企業は、自社の
優位に結びつけるように、独自に標準を設定
できるとは限らない(④, ⑫)。さらに、そうし
た標準に関連して、各企業の権利を保障する
はずの特許（標準必須特許）も、標準の実装
に不可欠であるがゆえに、情報の公開とライ
センスが求められることから、必ずしも専有
性を保障せず、技術のスピルオーバーを引き
起こす（⑧, ⑨）。このような状況に対し、
いかに企業が共通技術を普及させつつ、自社
の専有技術を保持して、知識を効果的にマネ
ジメントしていくのかが、学術的にも実務的
にも課題となってくると考えられる。 
 
２．研究の目的 

以上の背景をふまえ、本課題では、標準や
特許のように情報が公開されている技術と
関連づけて、収益の源泉となると考えられる
企業独自の専有性の高い知識のあり方を理
解することを目的とした。 

より具体的には、本課題では、（１）国際
標準化に関わる知識の構造的把握、（２）企
業固有の知識のあり方の検討、（３）効果的
な知識マネジメントの戦略の検討という、３
つのサブ・テーマを統合的に検討することで、
国際標準化に直面している企業における、知
識のあり方とその効果的なマネジメント戦
略を構造的に明らかにする手法を見出し、検
討することを目指した。 
 
３．研究の方法 

本課題では、主として移動体通信分野につ
いて、企業内外にわたる知識のネットワーク
を構造的に検討することで、企業における知
識の普及-専有の効果的なマネジメントの戦
略を検討した。具体的には、以下の方法で検

討を進め、逐次、国内外の主要企業と共同検
討を行うことで成果の確認を行い、補足情報
を得ながら解釈を行った。 

 
（１）国際標準化に関わる知識の構造的把
握: 標準仕様（3GPP よりダウンロード）と
標準に関わる必須特許（約 2.5 万件, ETSI よ
りダウンロード）のような知的財産（以下、
知財)についてのデータを、ネットワーク分析
により関連づけて構造化して把握した。その
うえで、標準仕様や必須特許の産業全体・企
業別の推移を時系列的にまとめ、産業や企業
の技術の推移を明らかにすることを試みた。 
 
（２）企業固有の知識のあり方の検討:先行
研究（⑥, ⑲）を参考に、 代表的な企業 20
社（必須特許シェア合計 80％以上）それぞれ
について、標準仕様と標準に関わる必須特許
の間のネットワーク分析を行った。同時に、
標準仕様と必須特許のように形式知化され
企業間で共有可能な技術の範囲と、事業活動
で求められると考えられる知識の範囲を対
比することにより、企業固有の知識（製品化
のための実装ノウハウ等の知識）のあり方を
明らかにすることを試みた。 
 
（３）効果的な知識マネジメントのあり方の
検討：各企業の知識がイノベーションを促し
産業や技術をリードするような影響を与え
てきたかどうかを明らかにするために、対象
20 社について、関連技術分野の約 54 万件の
独自特許（EPO よりダウンロード）による必
須特許の引用（次数中心性）をネットワーク
分析で検討した。そのうえで、対象企業の規
模、ポジション、開発の実態等の要因を考慮
しながら、対象企業内外にわたる独自特許に
よる必須特許の引用の推移と関連づけて、各
企業の知識のあり方（密度）の推移を分析し
た。これらの分析により、標準化のもとでの
普及-専有のトレードオフ状況における、企
業の知識のマネジメントとその効果的な戦
略について検討した。 
 
４．研究成果 
以上の分析を通じて、主として、以下の 3点
が明らかとなった。 
 
１．各企業における知識のあり方（技術間の
ネットワーク）の発達を検討した結果、主要
な企業が、重要な仕様間にわたって必須特許
を申請し、当該システム全体におよぶ知識を
蓄積していることが明らかになった（図１）。
この結果は、標準技術の普及や実装を促す必
須特許の提供という広義の標準化への貢献
とともに、システム知識が形成され、企業固
有の知識が成り立っていることを示唆して
いる。これらの企業は、自社の事業範囲を越
えて、複数の仕様間にわたるシステム知識を
蓄積することで(③, ⑬, ⑭)、先行した技術
の実装を進め、事業上優位に立ってきたこと



が予想される（⑦）。 

図 1．主要企業の知識のあり方 
 
また、合わせて、移動体通信の必須特許以

外にも、車載制御に関わる通信と関連技術に
ついての特許データを検討し、複数の技術分
野間にわたる技術のネットワークにおいて、
中心的なポジションを築いている企業が存
在することも、暫定的に確認している。 
 
２．高い知識の密度を保持している主要企業
の必須特許が、他企業の独自特許からの引用
を集め、標準仕様の実装に不可欠な技術の普
及を促していることが明らかになった（図
２）。この結果は、独自のシステム知識を保
持する主要企業を中心として、事業に必要な
実装の知識が多様な企業にスピルオーバー
していること(⑧)を示唆している。標準仕様
への貢献以上に、必須特許が事業上必要とな
る技術や知識の普及を促している可能性が
ある。 

図２．知識の密度と他社による被引用件数 
 

一方で、必須特許は、一見スピルオーバー
を促しているように見えながら、重要技術を
提示することで技術進歩に影響を与え（②, 
⑪）、主要企業による産業や技術のコントロ
ール(①)を可能にしている面もある。高い知
識密度を保持している企業は、自社の事業を
超えるシステム開発を通じて実装に不可欠

な知識や技術を蓄積することで、他企業から
の引用を集める効果的なイノベーション
（⑲）を生み出し、産業や技術をコントロー
ルできる可能性がある。 

なお、これらの主要企業には時系列的な変
化があり、急速に必須特許申請を増やしなが
ら成長してきた一企業を中心に、急速に知識
や技術の普及が進んできたことも明らかに
なった。 
 
３．必須特許の独自特許による引用の検討を
通じて、主要企業が、当初は先進的な企業の
必須特許の引用によって新たな技術を獲得
して知識を構築し、その後に自社の必須特許
を自己引用することで、知識を強化してきた
ことが明らかとなった。これは、経験に応じ
て知識の獲得や強化のモードが異なってく
ることを示唆している。 
 

図３．企業の知識構築の変遷 
 
企業は、自社技術を公開することによって、

内外から学習することができる （⑱）。標準
化により技術情報が公開されスピルオーバ
ーが進んでいる状況であっても、企業は知識
を吸収し自己強化することによって実質的
に独自の知識を構築して専有性を高めるこ
とができる。また、そうした知識にもとづく
イノベーションを通じて、産業や技術をコン
トロールできる可能性があると考えられる。 
 



なお、今後より詳細な検討が必要であるが、
以上の結果には、必須特許数が影響を与える
可能性がある（ただし必須特許数だけでは説
明力に乏しいことも明らかとなっている）。
すなわち、必須特許数が被引用数や自己引用
/他社引用のモードを左右する傾向がある。 

本課題では、別途、標準技術への貢献が開
発成果に結びつくかどうかを確認するため、
標準技術への貢献のデータを収集しやすい、
オープン OS（Android）へのソースコードの
貢献についての試行的な分析を行っている。 

その結果、標準技術への貢献が多いほど、
知識を蓄積して、効率よく製品開発（実装）
を行うことが可能になることや、一方でそう
した効果は、標準技術が成熟し、各企業によ
る学習が進むとともに薄れることが、暫定的
に確認されている。このような結果をふまえ
ると、今後、必須特許数の影響に注意して分
析を進めていく必要がある。 
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〔その他〕 
ホームページ等 
オープン化戦略研究拠点 （横浜国立大学）： 
monozukuri.ynu.ac.jp 
新年度開始に当たり、改訂作業中。当該科研
費に特化したものではないが、関連業績・活
動を逐次紹介している。 
 
６．研究組織 
(1)研究代表者 
安本 雅典（YASUMOTO, Masanori） 
横浜国立大学・大学院環境情報研究院・教授 
研究者番号：４０２９３５２６ 
 
(2)研究分担者 
       （   ） 
 研究者番号：  
 
(3)連携研究者 

（   ） 
 研究者番号：  
 
(4)研究協力者 
許経明（Shiu, Jing-Ming） 
台湾国立成功大学（National Cheng Kung 
University） 
 
 


